
第2回「消防機関と医療機関の連携に関する作業部会」  
における資料  
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救急医感情報システムの利用状況  

15  新潟県   0   6   3   19  

16  富山県   0   5   7   13  

17  石川県   0   4   6   

18  福井県   2   3   3   9  

19  山梨県   3   2   2   3  10  

20  長野県   0   3   6   5  1ヰ  

21  岐阜県   6   9   5   2  22  

22  静岡県   8   14   4  27  

23  愛知県   8   19   9  37  

24  三重県   5   3   5   2  15  

25  滋賀県   2   5   0   8  

26  京都府   2   8   5   0  15  

27  大阪府   8   23   2   34  

28  兵庫県   12   12   5   30  

29  奈良県   2   15  

30  和歌山県   4   8   4   17  

31  鳥取県   2   0   0   3  
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33  岡山県   4   3   14  

34  広島県   0   8   3   3   14  

35  山口県   4   5   3   13  

36  徳島県   3   6   2   0   

37  香川県   3   2   3   9  

38  愛媛県   ロ   10   2   14  

39  高知県   9   2   3   15  

40  福岡県   0   8   10   7   25  

41  佐賀県   0   3   3   7  

42  長崎県   0   2   2   5   9  

43  熊本県   2   6   ヰ   13  

44  大分県  

45  宮崎県   3   5   0   9  

46  鹿児島県   0   2   9   8   19  

合計  111  240  220   1了4  745  

構成比（（沌）  14．9％  32．2％  29．5％  23．4％  

／   



救急医療情報システムを利用していない理由（項目別集計値）  

と   



救急搬送における医療機関の受入状況について  

○ 救急搬送において医療機関への受入照会回数が多数に及ぶ事案が各地にみられる   

状況を踏まえ、平成20年3月に総務省消防庁より「救急搬送における医療機関の   

受入状況等実態調査」の結果が公表された。   
主な内容については以下のとおり。   
（重症以上傷病者搬送人員53D．671人から転院搬送人員119，囲6人を除いた、411，625人について調査。）  

（1）医療機関に受入照会を行った回数ごとの件数  

① 受入が決定するまでに行った照会回数が4回以上が14387件（3＿9％）  
11回以上が1074件（0．3％）  

（∋ 地域別の状況をみると、首都圏、近畿圏等の大都市周辺部において照会回数  

が多くなっている。  
※4回以上の割合が全国平均を上回る県（10都府県）  

（宮城県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、  

兵庫県、奈良県）   



救急搬送において受入に至らなかった理由について①  

○救急搬送において受入に至らなかった理由りとして、以下の項目が挙げられている。  

表1．受入に至らなかった理由ごとの件数（医療機関の区分によらず集計したもの）  

2   3   4   5   6   7   

処置困難  ベッド満床  手術中▲患 者対応中  専門外  医師不在  初診（かかり つけ医なし）  理由不明及 ぴその他   

22．9％  22．2％  21．0％  10，4％  3．5％   0．2％  19．7％   

表3．第二次救急医療機関以下に限ったもの＊2  表2．第三次救急医療機関に限ったもの■2  

■  3  2  処置困難  手術中・患 者対応中  ベッド満床  39．0％  16．2％  15．6％   37．B％  34．5％  12．7％  
2  3  ■  ベッド満床  手術中■患 者対応中  処置困難  

※ いずれも、消防隊員が、医療機関に依頼したものの受入に至らなかった事案において、医療機関との  
電話でのやりとりの中で聞き取った内容を、消防側の判断で‥上記1～7に割り振り集計したもの  

1救急搬送における医療機関の受入状況等実態的査（総務省消防庁 平成20年3月11日）   
平成19年中に行われた救急搬送のうち、重症以上傷病者搬送人員530，671人から転院搬送を除いた119．046に   
ついて調査した結果  
2実態調査のうち集計可能な宮城県、埼玉県、東京都、静岡県、愛知県、広島県、持田県における数値  
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救急医療機関が受入に至らなかった理由としての「ベット満床」の理由  

1．病院全体が物理的に満床である。   
（1）常に満床  

（そもそも病床が少ない。転院や退院が滞っている。等）  

（2）時期、時間によって希に満床  ＼－→、・・－、▲  

2．救急部門の病床は満床であるが、一般病床に  

る0  

／／一／・   
（そもそも病床が少ない。卿っ  
王巨星。等）   
（2）時期、時間によって希に満床  

1．救急部門に空床はあるが、その患者にふさ   
わしい病床が空いていない。   

（CCU、SCU等の利用区分を設けている。）  

2．空床はあるが、人手（看護帥等）、医療資器   

材の整った病床がない。   
（1）救急部門にない。   

（2）一般病床にない。  

3．その他   
（1）受入を断る理由に使った。   

（2）消防への情報伝達過程の誤解である。   
（3）その他  

（例．特別料金のある病床のみ空いている。  
男性、女性の別により、適切な病床がない。）  
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厚生労勤雀医政局相識讃  

救急医療機関が受入に至らなかった理由としての「ベット満床」の意味について  

（サンプル調査結果①）  

第二次  第三次  総計  

医療機関  
（30施設）  

A．物理的  1病院全体が物理的に   （1）常に満床（病床が少ない、転院や退   2   2   4   

に満床で  院が滞っている等）  
ある   

（2）時期、時間によって希に満床   16   10   26  

2，救急部門の病床は満   （1）常に満床（病床が少ない、一般病床   2   3  

床であるが、一般病床に  

は空床がある。  （2）時期、時間によって希に満床   8   14   22   

8．物理的  1．救急部門には空床はあるが、その患者にふさわしい空床が空い  
には空床  

17   10   27  

がある   10   3   13  
手（看護蘭等）、医療  
資器材の整った病床  9   5   14  
がない。   

3．その他   （1）受け入れを断る理由に使った。  2   3  

（2）消防への情報伝達過程の誤解である。  0   

（3）その他  12   7   19   

10都府県（宮城県、茨城県、栃木県、埼玉県、干葉県、東京軌神奈川県、大阪府、兵庫県、奈良県）を通じて調査を実施。  

『救急医療機関が受入に至らなかった理由としての「ベット満床」』について、該当するものを、r各都府県5施設程度、各施設3項ヨ選択」により亘陣し、集計。  
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救急医療機関が受入に至らなかった理由としての「ベッド満床」の意味について  

（サンプル調査 結果③）  

第二次救急医療機関からの「ベッド満床について」のコメント  

○翌日入院予定のため救急に使用できない。  

0 専門科目を求める人の増加と夜間の病院の人材不足が一番の原因。  

第三次救急医療機関からの「ベッド満床」についてのコメント  

0 相当の努力をして、空床確保に努めており、「ベッド満床」を理由に断ったことはない。現行の医療制度では、   
漫然と運営してベッドを満床にしておいた方が、努力して空床を作った場合より、収益は多くなるJ空床確保に   
ついて十分な支援をし引甘い立   

○ 急性期を過ぎて、後方病院にさせようとしても、なかなか転院できない。これが当院では最大の問題である。  

○ たとえ満床でも「必要な初療処置のみ実施」して、適切な瞑療機関への転送という対応もあり得る。   

○ 第三次救急医療機関として常に患者の受入に努力しているが（満床でも＋2～3人までは受け入れている。）、   
物理的に受入歯難なときのみ断丘」   

○ 肺炎などの急性期病態を改善しても、それ以前の全身状態が在宅や療養施設でギリギリの状態で介護され   
ている患者も多く、引き受け手がないのが実情であり、満床の原図となっている。  

○ 大学病院には救急医療以外の高度専門医療を担う役割があり、それに大きな負担をかけて院内転床を   
すすめているが、限界がある。  
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